
機密性，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

方鉄 線査祷澄ま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和８年度

　

第１回

　

全国健康保険協会愛知支部

　

評議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

令和８年７月１６日（木）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

資料１－２

　　　

１ 未確定

　

ｌ

令和１７年度 協会けんぽ決算

　

協会けんぽ
全国健康保険協会愛知支部
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１未確定（運営委員会付議前）１

令和７年度

決 算 報 告 書

第１８期

目

　

令和

　

７年

　

４月

　

１日

至

　

令和

　

８年

　

３月 ３１日

全国健康保険協会



決算報告書

収

　　　

入
科

　

日 予算額 決算額 差

　

額 備

　

考
保険料等交付金
任意継続被保険者保険料
国庫補助金
国庫負担金
貸付返済金収入
運用収入

雑収入

　　　

計

１２，２１２，９２０

　　

６」，１６１

１，１９０，６９２

　　

４，２４０

　　　

７１

　　

５，３６７

　

‘６，０９５

１３．十９３，５Ｊリ

１２，２１２，９２０

　　

６９，６７６

１，２３４，０６７

　　

４，２ＪＯ

　　　　

３９

　　

１８，５５Ｚ

　

２０，５６８

１３，５６０，０６２

５，５１２

４３，０７Ｕ

　

△３２

１３，１８５

」｝，４７３

６６，５１３

任号過鏡費｛黙々者ｄＪ狩侵襲者長が貝決を′上匿ったこと等に上る増

貸付金モノコが見込を下回ったことに伴い返済金目「：つンＹくも見込をト回ったこと１：よる故

預金利息の膚

週檎金良人が見込を上回ったこと：孝による増

支

　　　

出

科

　

目 予算額 決算額 差

　

額 備

　

考
保険給付費
拠出金等

　　

前期高齢者納付金

　　

後期高齢者支援金

　　

病床転換支援金
介護納付金
業務経費

　　

保険給付等業務経費

　　

レセプト業務経費

　　

企画・サービス向上関係経費

　　

保健事業経費

　　

福祉事業経費

一般管理費

　　

人件費

　　

福利厚生費

　　

一般事務経費

貸付金
雑支出
累積収支への繰入

　　　

計

７，３９３，７５９

３，７６９，００９

１，２８５，９Ｊ３

２，一８３，０６５

　　　

Ｉ

１，０９６，１００

　

２３８，７２８

　

２ｔ，４７０

　　

６，２２５

　　

８，０６５

　

２０２，９６８

　　

Ｉ

　　

９８，２６９

　　

１９，７０３

　　　　

９２

　

７８，」１７３

　　　

７１

　　

２，７４５

　

８９」，８６７

１３，４９３，５」９

７，５３６，９４９

３，７８２，９２１

１，２９３，８３０

２，Ｊ８９，０９０

　　　

Ｉ

１，１１２，５１４

　

１９８，５４１

　

１８，２１４

　　

」１，５２

　　

４，７２３

　

１７１，０７９

　　

０

　

８８，３５９

　　

１７，０５２

　　　　

・１５

　

７ー，２６１

　　　　

３９

　　

３，９５８

１２，７２３，２８１

　

ＩＪ３，１９０

　

１３，９１２

　　

７，８８８

　　

Ｇ，０２５

　　

△０

　

１６，▲１日

△４０，１８７

　

△３，２５５

　

△１’７０１

　

△３，３４２

△３１，８８９

　　　

△０

　

△９，９１０

　

△２，ｆｉ５１

　　

△４７

　

△７，２１２

　　

△３２

　　

１，２１ｖ
△８９４，８６７

△７７０，２６８

１０人考一人当たり医窄給付旨学び見込を上固ったことに上る肩

前標春鈴者縞付会の試訳ｉ剥け翼時の見込を上回ったことによる増

援 内鉛者支援金‘’）’叢器・沸く予算時の見込を上回っ′：ことによる増

介蜜翁Ｈ一・

　　　　　　　　　　

兄ユミー回っｒ：とによる一言

入力主導音ｉた費用を；が見うを下回った二とによるＲ

Ｅ１疑貸ｊキ…

　　　　　　　　　　　　　

」ｒシトトる長

ゴー′１センターにかたる費用が見込を下回ったこと等による技

雑書受診者慧が見込を下回った二と等による技

欠員等による致

…証言、システム同封貢が見凸：丁〔

　

・

　

し学による．枝

扉！，割に寿費貸付“数が見込を下回ったこと特による毅

収支差 ８３６，７８２ ８３６，７８２

（注１）東日本大震災関係については以下のとおり

　

① 国庫補助金ｉコま、令和７年度災害臨時特例浦助金、令和７年度震災に係る特定健康診査・保健指導補助金を含めて計上じ（いる

　

② 保険給付費には、一部負担金等免除に伴う費用（１，３３３百万円）を含めて計上している。

　

③ 保健事業経費には、健診及び保健指導の自己負担金の免除に係る費用を含めて計上している。

　

④ 雑支出には、令和６年度震災に係る特定健康診査・保健指導補助金返還金を含めて計上している。
（注２）令和Ｇ年能登半島地震について、保険給付費には一部負担金等免除に伴う費用（６４３百万円）を含めて計上している‘
（注３）常勤職員に係る人件費は、決算報告書では一般管理費の人件費として計上じ（いるが、損益計算書では各業務に従事する者に係る人件費は各業

　　

務経費に計上している。
（注４）収支差８３６，７８２百万円は、累積収支に繰り入れる。
（注５）計数は、四捨五入のため一致しない場合がある



１未確定（運営委員会付議前）１

令和７年度

財

　

務

　

諸

　

表

第１８期

目

　

令和

　

７年

　

４月

　

１日

至

　

令和

　

８年

　

３月 ３１日

全国健康保険協会



【健康保険勘定】
貸

　

借

　

対

　

照

　

表
令和８年３月３１日現在

科

　　　　　　

目 金

　　　　　

額

資産の部
１

　

流動資産

　

現金及び預金

　

未収入金

　

前払費用

　

未収収益

　

被保険者貸付金

　

その他

　

貸倒引当金

　　　　　　　

流動資産合計

ｎ

　

固定資産

　

１

　

有形固定資産

　　　

建物

　　　

工具備品

　　　

リース資産

　　　　　　　

有形固定資産合計

　

２

　

無形固定資産

　　

ソフ トウェア

　　　

リース資産

　　　

ソフトウェア仮勘定

　　　　　　　

無形固定資産合計

　

３

　

投資その他の資産

　　　

金銭の信託

　　　

敷金

　　　　　　　

投資その他の資産合計

　　　　　　　　

固定資産合計

　　　　　　　　　

資産合計

６，４８８１２８４，５１９，３９９

　

３５９，６３６，８９４，９５２

　　

２７５，００４，５９７

　　

１６８，０４２，０２５

　　　

１６，９４０，１３５

　　　

１，０２２，０６６

　

乙 ８，２２３，３７８，９１２

６，８４０，１５９，０４４，２６２

　

１６４，２５２，１３２，３４３

１，６９４，６７０，５４８

　

１７８，０６５，６０３

１７，８７６，６２８，８２９

１９，７４９，３６４，９８０

４３，０７２，８３９，９０３

　

１２０，５７９，８１９

　

７９７，２６２，９８８

４３，９９０，６８２，７１０

１００，０４３，４６２，００９

　

４６８，６２２，６４４

１００，５１２，０８４，６５３

７，００‘１，４１１，１７６，６０５



科

　　　　　　

目 金

　　　　　

額

負債の部
１

　

流動負債

　

未払金

　

末払費用

　

預り補助金

　

預り金

　

前受収益

　

短期リース債務

　

仮受金

　

賞与引当金

　

役員賞与引当金

　　　　　　　

流動負債合計

ロ

　

固定負債

　

長期リース債務

　

資産除去債務

　

退職給付引当金

　

役員退職手当引当金

　　　　　　　

固定負債合計

　　　　　　　　

負債合計

純資産の部
１

　

資本金

　　　　　　　　　　　

ｂ

　

政府出資金

　　　　　　　

資本金合計

□

　

健康保険法第１６０条の３の準備金

　

準備金

　　　　　　　

準備金合計

ｍ

　

利益剰余金

　

当期末処分利益

　　

（うち当期純利益）

　　　　　　　

利益剰余金合計

　　　　　　　　

純資産合計

　　　　　　　　　

負債・純資産合計

７５６，５７１，９２２，２４６

　

９６２，８４７，３２３

　　　　

７’０００

　

１００，３６３，５９６

　

６，１３９，１３１，８９６

　

４，３３４，２５７，９２８

　　　

１６０，８１２

　

１，６８９，４８５，３０８

　　

１０，２００，４８９

７６９，８０８，３７６，５９８

３８，３１２，６２２，２５９

１２，１５０，３４０，１６９

２，２２６，０７６，６０７

２３，９１２，７５２，５００

　

２３，４５２，９８３

６，５９４，２７７，９７６

　

８０８，１２０，９９８，８５７

　　　

６，５９４，２７７，９７６

５，３１７，２２７，２１５，１８８

　

８７２，４６８，６８４，５８４

５，３１７，２２７，２１５，１８８

８７２，４６８，６８‘１，５８４

（８７２，４６８，６８４，５８４）

６，１９６，２９０，１７７，７４８

７，００４，４１１，１７６，６０５



【健康保険勘定｝
損

　

益

　

計

　

算

　

書
目

　

令和７年４月１日
至

　

令矛［１８年３月３１日

吊

　

用

事業費用
保険給付費
拠出金等

　

前期高齢者納付金

　

後期高齢者支援金

　

病床転換支援金
介護納付金
業務経費

　

保険給付等業務経費

　

人件費

　

福利厚生費

　

委託費

　

郵送費

　

減価償却費

　

その他

　

レセプト業務経費

　

人件費

　

福利厚生費

　

委託費

　

郵送費

　

減価償却費

　

その他

　

保健事業経費

　

人件費

　

福利厚生費

　

健診費用

　

委託費

　

郵送費

　

減価償却費

　

その他

　

福祉事業経費

　

その他業務経費
一般管理費
人件費
福利厚生費
一般事務経費

　

委託費

　

賃借料

　

地代家賃

　

修繕費

　

その他

減価償却費
貸倒引当金繰入額
その他

　　

事業費用合計

７９２３，５６１，６５０

　

１５，７８８，７８４

１０，５０３，５１６，９４７

７，５９９，９８５，８７９

４，３８４，５６８，３１０

　　　　

１５２

５，３３０，４４９，５００

　

１２，９２１，８３６

２，００７，０１９，９２３

９８８，４７３，１０８

１ｆ１６２，９７５，７５７

　

６，８３３，７０９，６０２

　　

１４，８０７，７７０

１５１，６２９，３４１，０５９

１４，３７２，５１７，６６４

　

１，９９８，７９３，９９９

　

２ー７７６，９６９，５３５

１３，９２６，５２５，１０３

　

８８０，２６６，５６９

５，０４８，３４５，６８４

７，７４６，９４７，４５３

１３０

１，２９３，５３４，６９６，３５６

２〆１９４，０４４，９２５，１２２

　

１１

３１，２９７，４０３，７２２

９，８２８，６１５，２４６

１７９，２３９０８６，３６３

４２３，９７３

１４４４０３

６，１３７，１６０，１４９

　

７ノ１１９〆１８３

３３，１２３，６６３，９３９

　

９，３７０，２７６，６１７

　

６８２，５８０，１０８

１１４３６１５３１０

７，５０９，３９５４６８，１２３

３，７８７，５８０，７９８，３５４

１，１１２，５１４，２６６，０９５

２２５，０４３，６７３，７０７

１２，６８４，９９８，９２１，８８５



科

　　　　　　

目 金

　　　　　　

額

　

事業外費用

　

財務費用

　　

支払利息

　

雑損

　　　

事業外費用合計

　　　

経常費用合計

経常収益
事業収益

　

保険料等交付金収益

　

任育…′．＆ネ晩有１「法科収益

　

国庫補助金収益

　

国庫負担金収益

　

保険給付返還金収入

　

診療報酬返還金収入

　

返納金収入

　

損害賠償金収入

　

解散健康保険組合承継金

　

出産育児交付金収益

　

その他

　　　

事業収益合計

事業外収益

　

財務収益

　　

受取利息

　

金銭の信託運用益

　

雛益

　　　

事業外収益合計

　　　

経常収益合計

　　　

経常利益

特別損失
固定資産除却損

税引前当期純利益
法人税、 住民税及び事業税
当期純利益

２５８，５９９，３８６ ２５８，５９９，３８６

　

２メ１００，０００

２６０，９９９，３８６

１８，５０６，１１５，０５１

　

２１１，５０４，０３４

１２，２１２，９２０メ１３０，０００

　　

６６，２８３，２８８，９１３

１，２３４，０６２，５０２，９３６

　　　

４，２３９，９０１，０００

　　　

１０，４９１，２９３

　　　

１１０，６３８，０７０

　　　

１４，７８６，７１５，０９３

　　　

７，６３１，７６２，７１３

　　

９５０，６０９，２７９

　　　

４，９５５，２４２，１２６

　　

３８８，７３９，４３２

１２，６８５，２５９，９２１，２７１

１３，５４６，３４０，３２０，８５５

　　

１８，７２２，３７９，７２０

１８，７１７，６１９，０８５

　　

４，７６０，６３５

７，３３３，６３７，１４２

１３，５６５，０６２，７００，５７５

８７９，８０２，７７９，３０４

　

７，３３３，６３７，１４２

８７２，４６９，１４２１１６２

　　　

４５７，５７８

８７２，４６８，６８４，５８４



【健康保険勘定】
キャッシュ・フロー計算書

目

　

令和７年４月１日
至

　

令和８年３月３１日

科

　　　　　　

目 金

　　　　　　

額

１

　

業務活動によるキャッシュ・フロー

　　

保険給付費支出

　　

拠出金等支出

　　

介護納付金支出

　　

国庫補助金返還金支出

　　

被保険者貸付金支出

　　

人件費支出

　　

その他の業務支出

　　

保険料等交・付金収入

　　

任意継続被保険者保険料収入

　　

国庫補助金収入

　　

国庫負担金収入

　　

被保険者貸付返済金収入

　　

その他の業務収入

　　

小計

　　

利息の支払額

　　

利息の受取額

　　

法人税等の支払額

　

業務活動によるキャッシュ．フロー

ｎ

　

投資活動によるキャッシュ．フロー

　　

定期預金の取得による支出

　　

定期預金の払戻による収入

　　

金銭の信託の取得による支出

　　

有形固定資産の取得による支出

　　

無形固定資産の取得による支出

　　

その他の投資活動による支出

　　

その他の投資活動による収入

　

投資活動によるキャッシュ・フロー

皿 財務活動によるキャッシュ．フロー

　　

リ」ス債務の償還による支出

財務活動によるキャッシュ．フロー

八′資金の増加額

Ｖ 資金期首残高
晒 資金期末残高

△

　

７，５０１，３６６，５６７，２１９

△

　

３，７６９，２９５，７９０，１３７

△

　

１，１１０，０９６，０３５，０９５

　　

△

　

１，０６６，３００，１７７

　　　

△ ３８，６３５，２００

　

△

　

２６，１５５，６４２，０８１

　

△

　

２３０，８５３，４６０，８３１

　

１１，９９８，８３９１６００，０００

　　　　

６９，６７５，７７２，７９２

　　

１，２３４，０６７，３９１，１１３

　　　　　

４，２３９，９０１，０００

　　　　

３９，１５０，５０３

　　　　

２０，８０７，５７５，９７４

６８８，７９６，９６０，６４２

　

△ ２５７，６３４，８７８

　

１８，５３４，７７２，１７０

　　

△

　

５７１，６２６

　　　

７０７，０７３，５２６，３０８

乙

　

９，０００，０００，○○○，○○０

　　

９，０００，０００，０００，０００

　

‘

　

１００，０００’０００’０００

　　　　　

‘ ７５７，９６４，１７０

　　

乙

　

２６，６１２，０３４，７５４

　　　

乙 ７１，９６０，０８８

　　　　　

２，５８２，８８０

△

　

１２７，４３９，３７６，１３２

　

△

　

８，２０９，１８６，０３１

　

△

　

８，２０９，１８Ｇ，０３１

　

５７１，４２４，９６４，１４５

５，９１６，８５９，５５５，２５４

６，４８８，２８４，５１９，３９９



【健康保険勘定】

利益の処分に関する書類

（単位：円）
科

　　　　　

目 金

　　　　　　

額

１ 当期末処分利益

　　

当期純利益

ｎ

　

利益処分額

　　

健康保険法第１６０条の３の準備金繰入額

ｍ 次期繰越利益

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８７２，４６８，６８４，５８４

８７２，‘１６８，６８４，５８４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８７２，４６８，６８４，５８４

８７２，４６８，６８４，５８４

上記の利益処分を行った場合、 純資産の部の健康保険法第１６０条の３の準備金残高は ６，１８９，６９５，８９９，７７２円
となります。

なお、 健康保１炎法第１６０条の３の準備金として積み立てなければならない金額は ９０７，２５７，５４７，９３０円であり
ます。



【健康保険勘定】

注

　

記

　

事

　

項

１ 財務諸表作成の根拠法令

　

全国健康保険協会の財務及び会計に関する省令 （平成２０年９月２６日厚生労働省令第１４４
号） に定める基準により作成しております。

ロ

　

重要な会計方針

１． 金銭の信託の評価基準及び評価方法

　　

移動平均法による原価法によっております。

２． 間定資産の減価償却の方法

，（１） 有形固定資産 （リース資産を除く）

　　

定額法によっております。 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　

建 物

　　　　　　　　　　　　　

８～１８年

　　　　

工具備品

　　　　　　　　　　　　

３～２０年

（２） 無形固定資産 （リース資産を除く）

　　

定額法によっております。 なお、 協会内利用のソフトウェアについては、 協会内におけ

　

る利用可能期間に基づいております。
（３） リース資産

　　

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３． 引当金の計上基準

（１） 貸倒引当金

　　

債権の貸倒れによる損失に備えるため、 一般債権については貸例実績率により、 貸倒懸

　

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、 回収不能見込額を計上してお

　

ります。
（２） 賞与引当金

　　

職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上し

　

ております。
（３）役員賞与引当金

　　

役員に対して支給する賞与に備えるため、 当事業年度に負担すべき支給見込額を計上し

　

ております。
（４） 退職給付引当金

　　

職員の退職給付に備えるため、 当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計

　

上しております。

　　

なお、 健康保険法等の ・部を改正する法律 （平成１８年６月 ２１日法律第８３号）附則第

　

１５条第３項の規定により協会の職員として採用された社会保険庁の職員について、同法附

　

則第１６条第２項の規定に基づき、国家公務員退職手当法 （昭和２８年８月 ８日法律第１８２

　

号） 第２条第１項に規定する職員 （同条第２項の規定により職員とみなされる者を含む。）



　

としての引き続いた在職期間を協会の職員としての在職期間とみなすことにより計上され

　

る額に相当する額についても、 併せて計上しております。

　

①

　

退職給付見込額の期間帰属方法

　　　

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

　　

る方法については、 給付算定式基準によっております。

　

②

　

数理計算上の差異の費用処理方法

　　　

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間

　　

以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年

　　

度から費用処理しております。
（５） 役員退職手当引当金

　　

役員に対して支給する退職手当に備えるため、 当事業年度に負担すべき支給見込額を計

　

上しております。

４． 健康保険法第１６０条の３の準備金の計上基準

　

健康保険事業に要する費用の支出に備えるため、健康保険法施行令（大ｊＥ１５年６月３０日

勅令第２４３号） 第４６条に定める基準により、 計上しております。

５． キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　

キャッシュ・フロレ計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期日の到来する短期投資としております。

６． 消費税等の会計処理

　

税込方式によっております。

ｍ

　

貸借対照表関係

　　

有形固 定資産の減価 償却累 計額

　　　　　　　　　　　　　　　　

８，４７６，４０４，１００円

Ｗ 損益計算書関係

　　

該当事項は、 ありません。

Ｖ

　

キャッシュ・フロー計算書関係

１． 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 ６，４８８，２８４，５１９，３９９円

資金期末残高 ６，４８８，２８４，５１９，３９９円

２． 重要な非資金取引の内容

　

当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それ
ぞれ６，４４５，５２２，９６３円であります。



Ｗ

　

金融商品関係

１． 金融商品の状況に関する事項

　　

当協会は、資金運用については、 健康保険法施行令 （大正１５年６月３０日勅令第２４３号）

　

第１条の２に定める金融商品に限定しております。

　　

未収債権等については、当協会の定める債権管理方法に従って、財務状況の悪化等による

　

回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　　

リース取引は、 設備投資等に係るものです。

２． 金融商品の時価等に関する事項

　　

期末開こおける貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

　

ます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 立： 円）

貸借対照表計上額 時価 差額
（１） 現金及び預金

（２） 未収入金

　

貸倒引当金

（３）被保険者貸付金
（４） 金銭の信託

６，４８８，２８４，５１９，３９９

　

３５９，６３６，８９４，９５２

　

△８，２２３，３７８，９１２

６，４８８，２８４，５１９，３９９

３５１，４１３，５１６，０４０

　　

１６，９４０，１３５

１００，０４３，４６２，００９

　　　　

３５１，４１３，５１６，０４０

　　　　　

１６，９４０，１３５

　　　　　

９９，５３８，７４６，６０９ △５０４，７１５，４００

資産 計 ６，９３９，７５８，４３７，５８３ ６，９３９，２５３，７２２，１８３ △５０４，７１５，４００

（１） 未払金

（２） リース債務

７５６，５７１，９２２，２４６

　

１６，４８４，５９８，０９７

７５６，５７１，９２２，２４６

１６，１８４，１５０，３６２ △３００，４４７，７３５

負債 計 ７７３，０５６，５２０，３４３ ７７２，７５６，０７２，６０８ △３００，４４７，７３５

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項

資

　

産

（１） 現金及び預金

　　

短期間で決済されるため、 時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

　

よっております。
（２） 未収入金

　　

回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しており、 時価は決算日における貸借対

　

照表価額から現在の貴倒見積高を控除した金額に近似しているため、当該価額をもっ

　

て時価としております。
（３）被保険者貸付金

　　

短期間で決済されるため、 時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

　

よっております。
（４） 金銭の信託

　　

取引金融機関から提示された価格によっております。

負

　

債

（１） 未払金

　　

短期間で決済されるため、 時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

　

よっております。



（２） リース債務

　

元利金の合計額を、 新規に同様の害－」賦又はリース取引を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

Ｗ

　

退職給付関係

．１． 採用している退職給付制度の概要

　　

当協会は、職員の退職給付に充てるため、退職一時金制度（非積立型の確定給付制度）を

　

採用しております。

　　

退職一時金制度では、退職給付として、勤続年数及び等級に基づく累積ポイント並びに退

　

職事由に基づき決定された一時金を支給します。

２． 確定給付制度

　

（１） 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

　

退 職給 付債務 の期 首残高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２０，５５５，３６０，５６８円

　

勤務費用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

９２７，９１３，２８３円

　

利 息費用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３１Ｇ，４８３，３４４円

　

数 理計算上の差異の発 生額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４，６２７，２８９円

　

退職 給付の支払額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

△８９４，９９１，３３４円

退職給 付債務の期 末残 高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２０，９０９，３９３，１５０円

（２） 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整

表

非積 立型制度の退職給付 債務

　　　　　　　　　　　　　　　　

２０，９０９，３９３，１５０円

未積立退職給付 債務

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２０，９０９，３９３，１５０円

末認識数理計算上の差異

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３，００３，３５９，３５０円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額

　　　　　　　　　

２３，９１２，７５２，５００円

退職給付引当金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２３，９１２，７５２，５００円

　　

貸借対照表に計上された負債と資産の純額

　　　　　　　　　

２３，９１２，７５２，５００円

（３） 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

９２７，９１３，２８３円
利息費用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３１６，４８３，３４４円
数理 計算上の差異の費用 処理額

　　　　　　　　　　　　　　

△４２，９１１，１０８円

　

確定給付制度に係る退職給付費用

　　　　　　　　　　　　　

１，２０１，４８５，５１９円

（４） 数理計算上の計算基礎に関する事項

　

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎

　

筈－」引率

　

１．５４％



細

　

資産除去債務関係

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

（１） 当該資産除去債務の概要

　

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産のリース期間満了に伴う撤去

費用等に関し資産除去債務を計上しております。
（２） 当該資産除去債務の金額の算定方法

　

使用見込期間を当該リース資産のリース期間 （４～６年） と見積り、割引率は当該リー

ス期間に見合う国債の流通利回り （０．５１０～０．９０４％） を使用して資産除去債務の金額を算

定しております。
（３） 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

　　

期 首残高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２，２０７，５３６，６９３円

　　

有形固定資産の取得に伴う増加額

　　　　　　　　　　　　　　　　

一円

　　

時の経過による調整額

　　　　　　　　　　　　　　　　

１８，５３９，９１４円

　　

資産 除去債務 の履行 による減少額

　　　　　　　　　　　　　　　　

一円

期 末 残高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２，２２６，０７６，６０７円

医

　

重要な債務負担行為

　

翌事業年度以降に履行となる重要な債務負担行為の額は以下のとおりであります。
件

　　　

名 翌事業年度以降の支払予定額

協会システムにおける工程管理支援等業務 ２４４，３５１，８００円

本部・支部事務所賃料等 ４，８８７，４８３，３２５円

ＬＡＮ環境及び端末機器等に係る設計・開発及びハードウェ
ア・ソフトウェア導入・賃貸借・保守業務に伴う機器等の

維持管理費

１，９８７，０６５，１１１円

全国健康保険協会システム システム運用業務一式 １，４３７，８１２，６６３円

全国健康保険協会健康保険システム保健事業アプリケー

ソョン保守業務一式
１，１０９，５０４，８３６円

全国健康保険協会統計分析アプリケーション保守業務一

式
４６２，３８２，９５９円

全国健康保険協会マイナンバー管理システムアプリケー

ションに係る保守業務一式
７１４，７２４，０３２円

ポータル・コミュニケーションツールに係る基盤更改対応

及びデータ移行等業務一式 （機器類の維持管理費）
３０２，４５７，１００円

インターネット用システム基盤に係る更改業務並びに更

改に伴うデータ移行等業務一式（機器類の維持管理費）
２，２２７，０７８，２１４円

マイナンバー管理システム基盤に係る更改業務並びに更

改に伴うデータ移行等業務一式（機器類の維持管理費）
８４６，８３８，７２９円

健康保険システム・マイナンバー管理システムに係るネッ

トワーク回線・機器及びサービス提供等の業務に伴う磯器

等の維持管理費

４４０，４６６，２３５円

健康保険システム基盤に係る更改業務並びに更改に伴う ５，４１０，７６１，７０８円



データ移行等業務一式（機器類の維持管理費）

ＩＡサーバー更改に係るハードウェア等の構築一式（機器類

の維持管理費）
９８０，０５４，６１４円

カラー複合機賃貸借及び設置等並びに保守業務 ・式（維持

管理費）
３５９，４３８，３１０円

Ｌ^Ｎ環境及び端末機器等に係る設計・開発及びハードウェ
ア．ソフトウェア導入・賃貸借・保守業務に伴う機器等の

維持管理費
３，２２６，０６１，８６６円

全国健康保険協会

　

適用・徴収・現金給付等アプリケーシ

ョン保守業務一式
１，４０３，７７２，０８４円

全国健康保険協会健康保険システムレセプト点検アプリ

ケーションに係る保守業務一式
７３７，２７８，４１０円

インターネット用システム基盤に係る保守業務一式 ５４８，６２８，９６０円

健康保険システム・情報系アプリケーションの保守業務対
応 ・式

３３８，９４２，８８９円

全国健康保険協会健康保険システム基盤に係る保守業務

一式
２，５１６，１６４，７２８円

全国健康保険協会マイナンバー管理システム基盤に係る

保守業務一式
６６０，７０４，２２０円

間接システム基盤に・係るクラウドサービス利用 ２２６，１２６，０３２円

ポータル・コミュニケーションツールに係る保守業務一式 ４４０，７２８，２００円

健康保険・マイナンバー管理システムに係るネットワーク

回線・．機器及びサービス提供等の業務一式 （回線使用料）
８２９，４５５，９３５円

ＯＣＲ に係る設計・開発・及びハー ドウェア・ソフトウェア

導入・賃貸借・保守業務一式 （構築役務及び保守役務）
１６４，３０９，７７２円

ホームページリニューアル及び運用保守業務委託 １６５，３１７，７９０円

ＬＡＮ環境及び端末機器等に係る設計・開発及びハードウェ
ア・ソフトウェア導入・賃貸借・保守業務一式（構築役務

及び保守）

１，６７０，０６４，０００円

インターネット用システムに係るネットワーク回線・機器

及びサービス提供等の業務一式 （回線使用料）
４９５，６４６，８００円

ＬＡＮ環境及び端末機器等に係る設計・開発及びハードウェ
ア・ソフトウェア導入・賃貸借・保守業務一式（同線使用

料）
３６４，８８４，３００円

情報系システム基盤に係るクラウドサービス利用料 ７３２，７０８，９００円

間接システム （人事給与） アプリケーション保守業務 ２９２，１７８，８０９円

間接システム （財務会計） アプリケーション保守業務 １２０，０７４，５４７円

スマートフオンアプリケーションの基盤構築・基盤保守等

業務
２９７，１６２，４７０円

情報系アプリケーションに係るソフトウェア賃貸借（維持

管理費）
１３６，２４２，３０４円



Ｘ

　

重要な後発事象

　

該当事項は、 ありません。

幻

　

その他の注記事項

１．東日本大震災に係る補助金について

　

東日本大震災の被災者に対して実施した令和７年度全国健康保険協会災害臨時特例補助金

　

交付要綱 （令和７年４月１８日厚生労働省発保０４１８第３号厚生労働事務次官通知） の３及び

　

令和７年度東日本大震災復ー日・復興に係る全国健康保険協会特定健康診査国庫補助金交付要

　

綱 （令和７年４月２８日厚生労．働省発保０‘ｉ２８第７号厚生労働事務次官通知） の３に定める事

　

業に係る国庫補助金受入額並びにその使用状況は以卜のとおりであります。
（単位：円）

対象事業 受入額 使用状況 （＊１） 残額 （＊２）

医療保険事業（＊３） １，２６０，９７７，０００ １，２６０，９７７，０００

特定健診事業 ７’０００ ７，０００

合

　

計 １，２６０，９８４，０００ １，２６０，９７７，０００ ７，０００

　　

（＊１） 健康保険における一部負担金等の免除、 特定健康診査に係る自己負担金の免除等に

　　　

よる費用であり、 保険給付費及び健診費用として計としております。 なお、 金額につ

　　　

いては、 開示時点における概算額によっております。

　

（＊２） 国庫補助金の未使用額は、翌事業年度以降に返還が見込まれるため、 預り補助金と

　　　

して負債に計上しております。 また、 前事業年度の未使用額については、 当事業年度

　　　

に１１，０００円を返還しております。

　

（＊３） 令和 ７年 度 の 補 助 金 受 入 額１，２６０，９７７，ｏｏｏ円 に対 し、 一 部負 担 金免 除 額は

　　　

１，２８８，７０６，０９０円 （開示時点における概算額） でした。 平成２３年度から令和７年度まで

　　　

の補助金受入額（補助金未使用額（返還額）を除く。）の累計３６，５５０，２７３，３１５円に対し、

　　

一 部 負 担 金 免 除 額 等 の 累 計 は４２，７０３，３７９，２３９円 （令 和６年度までの累計額

　　

４１，４１４，６７３，１４９円） と なっておりま す。

２．固定資産除却損について

　

システム基盤の更改に伴い、今後事業の用に供しないことを当事業年度において確定し、
除却したソフトウェアについて、 固定資産除却損として７，３１６，８７７，１９２円計上しております。

スマートフオンアプリケーションの保守等業務 ３５７，７９５，２４０円

合

　　　

計 ３７，１３４，６６７，８９２円



附属明細書
（健康保険勘定）

１． 有形固定資産及び無形固定資産の明細

２． 引当金の明細

３． 資本金、 準備金、 積立金及び剰余金の明細

４． 国等からの財源措置等の明細

５． 役員及び職員の給与費の明細



【健康保険勘定】

附

　

属

　

明

　

細

　

書

１． 有形固定資産及び無形固定資産の明細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 立： 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位： 円）

　　　　

資産の種類

　　　　　　　

期首残高

　　　

当期増加額

　　

当期減少額

　　　

期末残高

　　　

減価償却

　　　

当期償却額

　　　

差引期末

　　　

摘

　

要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

累 計 額

　　　　　　　　

・
帳 簿価 額

　　　　　　　

建 物

　　　　　　　　

３，２２７，９６８，４９５

　　

３６８，６８０，０３０

　　

１１２，７５７，１８４

　

３，４８３，８９１，３４１

　

１，７８９，２２０，７９３

　　

２０５，１５４，９９７

　

１，６９４，６７０，５４８ 注２

有形固定資産 礎纂産

　

一語漂着 毒器量畿。計器畿 湯郷要請詩集まｉｌ８ 晶曇′

無形固定資産

　

リース

　

〔注１） 「期首残高」、 「当期増加額」、 「当期減少額一

　

及び 「期末残・高」 は、 当該資産の取得原価を記載しております。

　

（注２）当期増加額は、 支部事務室移転にかかる工事 （２６６，５５２，０６２円） 等であります。

　

（注３）当期減少額は、 各システム基盤に係る更改業務並びに更改に伴うデータ移行等業務一式 （機器類の賃貸借及び保守） によるもの （１５，Ｓ２８，４３７，２２９円） 等であります。

　

（注４）当期増加額は、 各システム基盤更改並びに環境構築等によるもの （２８，４８Ｓ，３６０，２５７円） 等であります。

　

（注５）当期減少額は、 各システム基盤更改によるもの （１６，９６４，１８６，９１９円） 等であります。

２． 引当金の明細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位 ： 円）

　　　

区

　　

分

　　　　　　　　

期首残高

　　　　　　　

当期増加額

　　　　　　　　　　　

当期減少額

　　　　　　　　　　　　

期末残高

　　　　　　　

摘

　

要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 的使用 そ の他
貸倒 引 当 金

　　　　　　　　　　　　

９，１６０，７２７，７６４

　　　　　

８，２１７，１８２，２６０

　　　　

１，６１９，９２８，９６０

　　　　　

７，５３４，６０２，１５２

　　　　　

８，２２３，３７８，９１２ 注１
賞 与引 当 金

　　　　　　　　　　　　

１，５５０，２６１，４６９

　　　　

１，６８９，４８５，３０８

　　　　

１，５５０，２６１，４６９

　　　　　　　　　　　

－

　　　　

１，６８９，４８５，３０８
役員 賞 与引 当金

　　　　　　　　　　　　

９，６９８，９２３

　　　　　　

１０，２００，４８９

　　　　　　　

９，６９８，９２３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１０，２００，４８９
退職 給 付引 当 金

　　　　　　　　　

２３，６０６，２５８，３１５

　　　　

１，２０１，４８５，５１９

　　　　　

８９４，９９１，３３４

　　　　　　　　　　　　　　　　

２３，９１２，７５２，５００
役員退職手当引当金

　　　　　　　　　

１６，７７３，２３６

　　　　　　　

６，６７９，７４７

　　　　　　　　　　　

－ ２３，４５２，９８３

による戻入額を計上してお



３． 資本金、 準備金、 積立金及び剰余金の明細

４． 国等からの財源措置等の明細

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位 ： 円）

　　　　　　　　　　

区

　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　

当 期 交付 額

　　　　　　　　　　　　

左 の会 計処 理 内 訳

　　　　　　　　　　　　

摘

　

要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

前受 交付金言十上

　　　　　　　

収 益 計 上
保 険 給 付費 等 補助 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１，２２９，６８４，２６７，１６９

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１，２２９，６８４，２６７，１６９
後期 高 齢 者 医療 費支援 金 補助 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１０２，２８０，０００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１０２，２８０，０００
特定健康診査・保健指導国庫補助金

　　　　　　　　　　　　　　　　　

２，１５２，４３Ｓ，０００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２，１５２，４３８，０００
介 護 納 付金 補助 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５１，９３６，０００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５１，９３６，０００
高齢者医療制度円滑運営事業費補助金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３，０３３，０００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３，０３３，０００

（注１）当期交付額には、 当期に国辱へ返還した額は含まれておりません。



５． 役員及び職員の給与費の明細

区

　　

分

　　　　　　　　　

靴【“－又

　　　　　　

系△妬

；±＊△に

　

・

　　　　　

‘′△

　　

［

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　

．・′Ｖ

　　　　

姶煽
ナヨ

支給額 支給人員 支給額 志役人員

役

　　

員
（

　　　　

２，７３８，２５６

　

）

　　　

１０３，０４５，２０８

（

　　　　　

２

　

）

　　

６

（

　　　　　　　　

‐ ） （

　　　　

‐）

職

　　

員
（

　　

７，６３０，８１９，２５３

　

）

　　　

１４，１５７，２２０，０１３

（

　　　

２，５８５

　

）

　　　

つ

　

ｎＲＧ

（

　　　　　　　　

‐ ）

　　

００１００１．３３４

（

　　　　

‐）

　　　

９１

計
（

　　

７，６３３，５５７，ＯＵ

　

）

　　　

１４，２６０，２６５，２２１

（

　　　

２，５８７

　

）

　　

２，０９２

（

　　　　　　　　

－

　

）

　　

Ｑｏ４ｑｑｌ，３３４

（

　　　　

‐）

　　　

９１

区

　　

分

（注１）役員んｒ，“

　

－…

　　

．の支給基準は、 全国健康傾険協会役員報酬規程及び全国健康保険協会役員退職手当規程によっております。
（注２）職ロに対する給与及び退職手当の支給基準は、全国健康保険協会職員給与規程及び全国健康保険協会職員退職手当規程、全国健康保険協会契約職員

　　

給与規程、 全国健康保険協会臨時職員給与規程によっております。
（注３）支給人員数は、 年間平均支給人員数を記載しております。

　　

なお、 健康保険勘定、 船員保険勘定を兼務する役員及び職員の報酬又は給与、 退職手当については、 各勘定に共通ずる経費として按分計上しており

　　

ますが、支給人員数は全て健康保険勘定に含めて記載しております。
（注４）非常勤の役員、 契約職員及び臨時職員は、 外数として （

　

．） で記載しております。


